
定住自立圏形成協定について

人口定住のために必要な生活機能の確保に向けて、中心市宣言を行った中心市と

周辺市町村が１対１で、「生活機能の強化」､「結びつきやネットワークの強化」､

「圏域マネジメント能力の強化」の観点から連携する取組について、関係市町村の

議会の議決を経て定める協定。

中心市と協定を締結する周辺市町村

中心市と近接し、経済、社会、文化又は住民生活等において密接な関係を有する市町村。
※通勤通学10％圏等の要素も考慮して、関係市町村において判断。

協定の期間・廃止

協定の期間は、連携を安定的に維持・拡大していく観点から、原則として、定めのな
いものとするいものとする。
ただし、一方の市町村から、議会の議決を経て協定の廃止を求める旨の通告があった

場合は、一定期間の経過後に廃止。（この一定期間は、原則として２年間とし、あらか
じめ当該協定に規定。）じめ当該協定に規定。）

協定の締結に係る留意事項及び協定の公表・送付

中心市が属する都道府県と異なる都道府県に属する周辺市町村とも締結 きる 等

４

・中心市が属する都道府県と異なる都道府県に属する周辺市町村とも締結できる 等。
・協定の締結後、直ちに公表し、関係都道府県及び総務省に協定の写しを送付。
総務省は速やかに関係府省に写しを送付｡



定住自立圏全体の活性化を通じて人口の定住を図るという観点から 様々な政策

協定で規定する取組

定住自立圏全体の活性化を通じて人口の定住を図るという観点から、様々な政策

分野において具体的に連携を図っていくことを、協定に規定する。

その上で、特に連携する具体的事項については、地域の実情に応じて柔軟に定めそ 、特 連携す 具体 事項 、 域 実情 柔軟 定

うるが、「集約とネットワーク」の考え方を基本として人口定住を図るために必要

な生活機能を確保するという観点から、定住自立圏構想の３つの視点ごとに、各地

域の具体的な取組を１つ以上規定する。域の具体的な取組を１つ以上規定する。

生活機能の強化
結びつきや
ﾈｯﾄﾜｰｸの強化

圏域ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
能力の強化

a 医療 a 地域公共交通
b ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾃﾞｨﾊﾞｲﾄﾞの解消

a 中心市等における人材
の育成

ﾈｯﾄﾜ ｸの強化 能力の強化

b 福祉

c 教育

へ向けたICTｲﾝﾌﾗの整備
c 道路等の交通ｲﾝﾌﾗの整備
d 地域の生産者・消費者等

連携 る地産地消

b 中心市等における外部
からの行政及び民間人
材の確保
圏域内市町村の職員等

d 土地利用

の連携による地産地消
e 地域内外の住民との交
流・移住促進

f 上記のほか 結びつきや

c 圏域内市町村の職員等
の交流

d 上記のほか、圏域ﾏﾈｼﾞﾒ
ﾝﾄ能力の強化に係る取

e 産業振興 f 上記のほか、結びつきや
ﾈｯﾄﾜｰｸの強化に係る取組

ﾝﾄ能力の強化に係る取
組
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